
後継⼈材への経営継承を⽬的に農事組合法⼈を株式会社に転換

経営概要

⽀援者名・組織名
◆代表者、所在地

農事組合法⼈⽯城の⾥ ⼭⼝県光市⼤字塩⽥

◆設⽴

2011年２⽉１⽇

◆経営規模

⽔稲25.6ha、⼤⾖15.5ha、⼩⻨21.8ha、梨0.3ha

◆従業員数

構成員129名、 常時雇⽤者３名

◆事業内容

⼟地利⽤型作物等の⽣産・販売

組織形態の変更を⾏い、若い雇⽤者を取締役に登⽤

相談内容２

平成22年度10集落の農家による集落ぐる

み型農事組合法⼈が設⽴（95名）され、

⼟地利⽤型作物経営を展開。構成員の⾼

齢化が進み、県⽴農⼤卒業⽣等の若い⼈材

を常時雇⽤した。現在、基幹作業のオペレー

ターとして法⼈作業を担っている。法⼈代表か

ら若い雇⽤者を後継者として位置付け経営

継承や新事業展開を図るため組織の形態変

更（株式会社化）の意向が⽰され、県農業

改良普及センターを通じ⼭⼝県農業経営⽀

援センターが紹介された。

⽀援内容3

■⽀援チームによる⽀援計画の策定
株式会社化に向け、現組合員の持ち分譲

渡等の税務⾯の対応や、定款変更や就業規

則の整備などの専⾨家の⽀援が必要であるこ

とから、専⾨家による経営分析を踏まえ経営

戦略会議において⽀援チームを編成し、⽀援

計画等を策定した。

⽀援チーム構成員︓税理⼠、司法書⼠、社

会保険労務⼠、普及指導員、市、JA

法⼈構成員の⾼齢化等に伴い、常時雇⽤

している若い⼈材が中⼼となって経営を担う

体制に変更したい、また、新たな経営者が新

事業展開を図る体制に変更したい、そのため

現在の農事組合法⼈を株式会社形態に変

更し、持続可能な営農を⽬指していきたい。

現状と相談までの経緯１

■専⾨家派遣を通じた助⾔の実施
⽀援計画に基づき、普及指導員が中⼼にな
り、専⾨家と調整を実施。相談者の株式会社
化を図るため、税理⼠等の専⾨家派遣を通じ
て、組織形態変更に向けた⽀援を実施した。

・定款変更等の助⾔（司法書⼠）
法⼈形態変更に向けた定款や登記申請書
の作成等に関する助⾔を実施。

・法⼈形態・税務会計の助⾔（税理⼠）
株式会社化に伴う農事組合法⼈構成員の

新会社への参加・脱退⼿続き、構成員の持ち
分譲渡などの税務会計に関する助⾔を実施。

⽀援計画のイメージ写真など

※⽀援の取り組みが分かるもの

対象法⼈に対する⽀援体制

・栽培管理に関する助⾔（普及指導員）
組織形態変更後の作業体制整備などに関
する助⾔を実施。
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・就業規則の整備（社会保険労務⼠）
株式会社化に伴う新たな就業規則の整備に

ついて助⾔を受けた。

県農業経営⽀援C



⼭⼝県農業経営・就農⽀援センター（通称︓担い⼿センター）は、２１世紀の⼭⼝県農業を担う若者を育
成・確保するための総合窓⼝として、⼭⼝県・市町村を始め農業関係機関・団体によって設⽴され、各市町村の
窓⼝（地域担い⼿育成センター）や関係機関・団体と連携を図りながら、農業の担い⼿育成、確保に向けたさま
ざまな⽀援を⾏っています。

経営相談窓⼝外観・就農増段窓⼝外観

組織概要
■相談窓⼝
〒７５９－８５０１
⼭⼝県⼭⼝市滝町１番１号 ⼭⼝県農業振興課内
（県庁前バス停から徒歩１分）

【経営相談】
⼭⼝県農業協同組合営農企画課内
〒754-0002 ⼭⼝市⼩郡下郷2139
【就農相談】
公益財団法⼈やまぐち農林振興公社内

⽀援を受けた後の経営状況４

■⽀援を受けて・・・
令和５年4⽉に組織変更（株式会社⽯城の
⾥ファームへ）。取締役４名（前組合⻑と雇⽤
者３名（うち１名が代表取締役））、その他株
主17名の組織構成となった。また、株式化に伴っ
て社会保険制度の充実したことにより、従業員が
安⼼して働ける環境が整備。

喜びの声

株式会社⽯城の⾥ファーム

法⼈構成員の⾼齢化や担い⼿不⾜等の課題
解決に向け、⽀援チームによる⽀援活動により、
常時雇⽤している若い⼈材が中⼼となった⽯城
の⾥地域の農地の保全と持続可能な農業の展
開を⽬指した新しい体制を整備することができた
ました。

法⼈構成員の⾼齢化等の課題を解決するため、
法⼈代表のリーダーシップのもと、若い３⼈の常
時雇⽤者が経営の中⼼となる体制転換(株式
会社化)を計画された。税理⼠等の専⾨家をタイ
ミング⾒て派遣し、旧法⼈構成員の脱退・持ち
分譲渡や定款変更などを⽀援でき、スムーズな
移⾏ができた。今後、県内の他の法⼈でも同様
の案件が出ると思われる。引き続き、地域農業の
維持発展を⽀援したい。

専属スタッフ所感

組織変更に係る総会の様⼦

■今後の経営展開
地域との連携役として、前役員にはその他株主
の中に⼊って法⼈運営のサポート役を担ってもらう
ことで、所得拡⼤に向けた規模拡⼤、⽣産性・収
益性の向上などを⾏い、さらなる経営の発展を⽬
指す。

＜⽀援実施機関＞⼭⼝県農業経営・就農⽀援センター

経営専属スタッフ 中⼩企業診断⼠ ⽩松秀隆
経営専属スタッフ ⼭⼝県農協 ⽥村尚志


